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設立趣意書
　近年アジア及びその周辺諸国では、NIES（注）、
ASEAN諸国を中心としてめざましい経済発展と国際化
の進展が見られるが、同地域内ではなお、冷戦構造の終
焉とともに、市場経済への移行と国際市場への参入をめ
ざして努力を続けている国がある。
　これら市場経済への移行過程にある国においては、経
済活動に必要な民事・商事関係法制の整備や、それを運
用するノウハウと人材の不足から、法制度が充分機能し
ていないところがあり、これらの国の国際経済活動を阻
害する原因の一つとなっている。このような状況のもと
で、現在これらの国は我が国政府を通じて、自国の法的
基盤整備のための支援・協力を求めてきている。
　今後、これらの国が国際的な経済交流に必要な民事・
商事に関する法制度をはじめとする法的基盤を整備し、
それが有効に機能することは、これらの国の繁栄に寄与
するばかりでなく、我が国にとってもきわめて有意義で
あると考えられる。
　また、経済発展と国際化を遂げつつあるNIES、
ASEAN諸国などとも、更に一層の経済交流を促進し共
に繁栄の道を歩むためには､それぞれの国の法制度とそ
の運用について相互の理解を深め、よりよい国際経済取
引の法的仕組みを探求していくことが望ましい。
　以上のような事情により、私どもは、我が国政府とも
緊密な連携を保ちながら、我が国が今日まで蓄積してき
た法制度とその運用のノウハウ・知識をこれらの国に伝
えることによって法的基盤の整備を支援するとともに、
各国関係者の交流を通じて、国際経済取引に係わる法制
度の共通の理解を深めることを目的として、ここに本財
団を設立する。
（注）Newly Industrialized Economiesの略。設立当時は韓国、台湾、

香港、シンガポールが対象。

●財団の沿革
1996年 3月28日 設立発起人会
 4月16日 法務大臣による財団の設立許可
 4月24日 財団設立登記申請
 5月22日 第１回理事会及び設立記念式典開催

1998年 7月16日 法務大臣による特定公益増進法人の認定

2013年 3月18日 内閣総理大臣による公益財団法人の認定
 4月 1日 公益財団法人への移行登記

理事長

大野　恒太郎
弁護士
元法務事務次官・検事総長

　令和6年3月、会長に就任しました。本財団は、
1996年の設立以来、法務省、JICA他関係機関と
密接な連繋のもとに、アジア諸国に対する法制度
の整備、紛争解決手段の確立、法曹人材の育成等の
支援事業に民間の立場から積極的に参加、協力を
続けてきています。支援対象国の経済発展、そして
法律・司法制度の整備の進展など、法整備支援の環
境は大きく変化してきており、同変化にも対応し
た協力・支援を行っていきます。関係者皆様の一層
のご理解、ご支援をお願い申し上げます。

　平成29年6月、理事長に就任しました。ますま
すグローバル化する世界の中で、人・モノ・情報の
交流は迅速・広範の度を加えています。その動き
は、計り知れない豊かさを生み出す一方、地域的貧
富の差の拡大、地球環境の悪化など負の側面も指
摘されます。アジア諸国が、お互いの利益になる均
衡ある発展を遂げるためには、共通の法原則・ルー
ルを確認しつつ、紛争を予防し解決する機能を充
実することが肝要です。本財団は、そのための基礎
的な条件としての情報の交換、法整備支援、人材の
育成訓練等に資する活動を目的としています。多
くの関係者皆様のご支援、ご協力をお願いいたし
ます。
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事 務 局 長　東　義之
事務局次長　三橋　誠
E-mail：icclc-sa@js5.so-net.ne.jp
Home Page：https://www.icclc.or.jp
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国際協力機構（JICA）は、無償援助の一環として、市場経
済に移行しつつあるアジア諸国の法制度の整備支援事業を
実施しています。
　当財団は、JICA から民商事法分野の支援事業の委託を
受け、当財団の役員や法務省他関係者の協力を得てこれを
推進し、また相手国の司法関係者や来日した研究員との交
流を深め、将来にわたり友好関係を維持していきます。

●●ベトナム
日本最初の法整備支援プロジェクトは、1996年に始まったベ

トナムに対するものです。以来、20年以上にわたり支援プロジェ
クトが継続しています。「2020年を目標とする法・司法改革支援
プロジェクト」が2020年12月末で終了し、2021年1月から
2025年12月までの予定で「法整備・執行の質及び効率性向上
プロジェクト」を実施しています。

●●カンボジア
1999年から法整備支援プロジェクトを実施してきてお

り、カンボジアの民法及び民事訴訟法の草案作りにも日本
は協力しました。「民法・民事訴訟法普及プロジェクト」、「民
法・民事訴訟法運用改善プロジェクト」等を実施してきて
おり、現在は2022年11月から2027年10月までの予定で
「法・司法分野人材育成プロジェクト」を実施しています。

●●ラオス
　2003年から法整備支援プロジェクトを実施してきてい
ます。「法律人材育成強化プロジェクト」、「法の支配発展促進
プロジェクト」等を実施してきており、現在は2023年7月か
ら2028年7月までの予定で「法の支配発展促進プロジェク
ト　フェーズ２」を実施しています。

●●インドネシア
2007年から法整備支援プロジェクトが始まりました。

「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性
向上プロジェクト」等を実施し、現在は、2021年10月か
ら2025年9月までの予定で「ビジネス環境改善のための
ドラフターの能力向上及び紛争解決機能強化プロジェクト」
を実施しています。

●●その他
法整備を支援する対象国は、上記の他に、バングラデ

シュ、ウズベキスタン、スリランカ等にも拡大しており、当
財団はJICA、法務省が行う関連研修等をサポートしていま
す。

1法整備支援事業 2シンポジウム・セミナー事業
法整備支援対象国を含むアジア諸国の民商事法分野におい
て、日本と各国の司法、法曹、学術関係者間での相互理解を
深めるため、公開シンポジウムやセミナーを主催・共催します。

●●日中民商事法セミナー
中国と民商事法の分野で一層の理解を深めるため、当財団
設立の1996年以来、日中交互に毎年セミナーを実施してき
ています。中国の法制度に係るその時々の動きについて中国
の専門家から情報を得るとともに、日本の法制度について中
国側に理解していただく機会を提供しています。

　　　　　 日中民商事法セミナー　2019年11月開催（東京）

●●アジア・太平洋民商事比較法制研究シンポジウム
アジア・太平洋の国と地域から学者、実務家を招き、民商
事法分野に係るシンポジウムを開催しています。アジア・太
平洋民商事比較法制研究の総まとめ発表の場として位置付け
ています。

●●アジアビジネスローフォーラム
アジアビジネスローフォーラム（ABLF）は、当財団も設立
団体の一つとなって2019年度に創立され、アジアと日本、官
と民（具体的には、裁判所や法務省といった官と、弁護士、
学者、企業法務担当者といった民）、そして世代間をつなぐ三
つの懸け橋となって、ビジネスローから人権まで広くアジアの
法についての知識を共有し、多角的な議論をする場／フォー
ラムを提供することを目的としています。2023年には、「生
成AIの可能性とリスク」をテーマにしたものを含め2回の研
究会を開催しました。

●●「ビジネスと人権」関連シンポジウム
日本政府が2023年7月3日からの週を「ビジネスと人権」
ウィークと銘打ち、「ビジネスと人権」に係る多くのセッショ
ンやイベントを開催。当財団も、日本 ASEAN 友好協力50
周年記念シンポジウム「ビジネスと人権」を主催し、「ビジネ
スと人権」における人権デューデリジェンスの実践、マイノリ
ティの保護、法律家の役割等に焦点を当て、外国の専門家、
政府・企業の関係者等を招いて、討論を中心としたシンポジ
ウムを開催しました。また、法務省法務総合研究所が主催し
た司法外交閣僚フォーラム開催記念の特別イベント「ビジネ
スと人権」公開シンポジウムを共催者となって支援しました。

3調査・研究事業 広報・公表資料
アジア諸国の民商事法分野の特定テーマに関する研究や「ビ
ジネスと人権」分野に係る資料の収集・公開を行っています。

●●アジア・太平洋民商事比較法制研究
関西の学者、実務家を中心として研究会を構成いただき、
これまで以下について研究を実施いただいています。

１． アジア・太平洋諸国における倒産法制
２． アジア・太平洋諸国における企業倒産と担保法
３． アジア・太平洋諸国におけるADRの現状と展望
４． アジア諸国における知的財産権の行使（エンフォースメント）
５． アジア諸国における国際的M＆Aの展望
６． アジアにおける株主代表訴訟制度の実情と株主保護
７． 進展するアジアにおける監査制度の実情と課題
８． アジア地域における会社情報提供制度の実情と課題
９． 東南アジア4ヵ国のコーポレート・ガバナンス
10． 東南アジア4ヵ国のジョイント・ベンチャー法制と実務対応
11． 東南アジア4ヵ国の不動産法制と実務対応

2024年度からは、対象国をインドネシア、フィリピン、ベ
トナム、マレーシアとして「各国の労働法制と実務対応に関
する比較」をテーマとした研究を2ヵ年計画で実施していた
だいています。

●●日韓パートナーシップ共同研究
1999年から毎年、韓国の法院職員から選ばれた韓国側研
究員と日本の法務省･法務局及び裁判所の職員から選ばれた
日本側研究員が民事行政制度を中心に共同研究を行っていま
す。｢日本セッション｣と｢韓国セッション｣という２つのセッショ
ンを設け、両国の研究員が互いに相手国を訪問して、共同研
究を実施しています。

●●「ビジネスと人権」企画
国際連合人権委員会により承認された「ビジネスと人権に
関する指導原則」は、「ビジネスと人権」に関してすべての国
家及び企業に今日求められている世界的な実務慣行基準とし
て国際社会において浸透してきています。財団として、アジ
ア各国で事業展開している企業を含め、広い範囲に啓もう活
動を行う目的で、同指導原則における企業の責任に関する部
分について、国際連合人権高等弁務官事務所（OHCHR）が
作成した「解釈の手引き」を翻訳し、ホームページにて公開
するとともに、「人権尊重についての企業の責任・解釈の手引
き」を作成し、合わせ公開しています。
続いて、OHCHRから提供されている「人権の解説 2.0  
ビジネス向けガイドブック」を翻訳し、同ガイドブックの「活
用ガイド」も作成、ともにホームページにて公開しています。

●●法整備支援関連共同研究
　財団は、法整備支援に関連して、法務省がアジア各国を対象
として行っている共同研究 に協力しています。

当財団ホームページ（https://www.icclc.or.jp）にて、次の
情報を含め多くの情報を公開していますのでご覧ください。
・ 機関紙「ICCLC」のかたちで、理事会、評議会の内容、事
業計画・予算、事業報告、決算などの財団活動や財政状態

・ 「ICCLC　NEWS」として、ニューズレター的に、セミナー・
シンポジウム等成果物

・ 業務・財務等に関する資料
・ 財団役員寄稿記事等

ホームページURL  https://www.icclc.or.jp

■法人会員　年会費
1口20万円とし、1社1口以上のご協力をお願いしてい
ます。
入会についてのお問い合わせは、財団事務局にご連
絡下さい。
■公益財団法人
当財団は2013年3月18日に内閣総理大臣から公益財
団法人の認定を得て、同年4月1日公益財団法人への
移行登記を完了。

会員募集
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国際協力機構（JICA）は、無償援助の一環として、市場経
済に移行しつつあるアジア諸国の法制度の整備支援事業を
実施しています。
　当財団は、JICA から民商事法分野の支援事業の委託を
受け、当財団の役員や法務省他関係者の協力を得てこれを
推進し、また相手国の司法関係者や来日した研究員との交
流を深め、将来にわたり友好関係を維持していきます。

●●ベトナム
日本最初の法整備支援プロジェクトは、1996年に始まったベ
トナムに対するものです。以来、20年以上にわたり支援プロジェ
クトが継続しています。「2020年を目標とする法・司法改革支援
プロジェクト」が2020年12月末で終了し、2021年1月から
2025年12月までの予定で「法整備・執行の質及び効率性向上
プロジェクト」を実施しています。

●●カンボジア
1999年から法整備支援プロジェクトを実施してきてお
り、カンボジアの民法及び民事訴訟法の草案作りにも日本
は協力しました。「民法・民事訴訟法普及プロジェクト」、「民
法・民事訴訟法運用改善プロジェクト」等を実施してきて
おり、現在は2022年11月から2027年10月までの予定で
「法・司法分野人材育成プロジェクト」を実施しています。

●●ラオス
　2003年から法整備支援プロジェクトを実施してきてい
ます。「法律人材育成強化プロジェクト」、「法の支配発展促進
プロジェクト」等を実施してきており、現在は2023年7月か
ら2028年7月までの予定で「法の支配発展促進プロジェク
ト　フェーズ２」を実施しています。

●●インドネシア
2007年から法整備支援プロジェクトが始まりました。

「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性
向上プロジェクト」等を実施し、現在は、2021年10月か
ら2025年9月までの予定で「ビジネス環境改善のための
ドラフターの能力向上及び紛争解決機能強化プロジェクト」
を実施しています。

●●その他
法整備を支援する対象国は、上記の他に、バングラデ
シュ、ウズベキスタン、スリランカ等にも拡大しており、当
財団はJICA、法務省が行う関連研修等をサポートしていま
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1法整備支援事業 2シンポジウム・セミナー事業
法整備支援対象国を含むアジア諸国の民商事法分野におい
て、日本と各国の司法、法曹、学術関係者間での相互理解を
深めるため、公開シンポジウムやセミナーを主催・共催します。

●●日中民商事法セミナー
中国と民商事法の分野で一層の理解を深めるため、当財団
設立の1996年以来、日中交互に毎年セミナーを実施してき
ています。中国の法制度に係るその時々の動きについて中国
の専門家から情報を得るとともに、日本の法制度について中
国側に理解していただく機会を提供しています。

　　　　　 日中民商事法セミナー　2019年11月開催（東京）

●●アジア・太平洋民商事比較法制研究シンポジウム
アジア・太平洋の国と地域から学者、実務家を招き、民商
事法分野に係るシンポジウムを開催しています。アジア・太
平洋民商事比較法制研究の総まとめ発表の場として位置付け
ています。

●●アジアビジネスローフォーラム
アジアビジネスローフォーラム（ABLF）は、当財団も設立
団体の一つとなって2019年度に創立され、アジアと日本、官
と民（具体的には、裁判所や法務省といった官と、弁護士、
学者、企業法務担当者といった民）、そして世代間をつなぐ三
つの懸け橋となって、ビジネスローから人権まで広くアジアの
法についての知識を共有し、多角的な議論をする場／フォー
ラムを提供することを目的としています。2023年には、「生
成AIの可能性とリスク」をテーマにしたものを含め2回の研
究会を開催しました。

●●「ビジネスと人権」関連シンポジウム
日本政府が2023年7月3日からの週を「ビジネスと人権」
ウィークと銘打ち、「ビジネスと人権」に係る多くのセッショ
ンやイベントを開催。当財団も、日本 ASEAN 友好協力50
周年記念シンポジウム「ビジネスと人権」を主催し、「ビジネ
スと人権」における人権デューデリジェンスの実践、マイノリ
ティの保護、法律家の役割等に焦点を当て、外国の専門家、
政府・企業の関係者等を招いて、討論を中心としたシンポジ
ウムを開催しました。また、法務省法務総合研究所が主催し
た司法外交閣僚フォーラム開催記念の特別イベント「ビジネ
スと人権」公開シンポジウムを共催者となって支援しました。

3調査・研究事業 広報・公表資料
アジア諸国の民商事法分野の特定テーマに関する研究や「ビ
ジネスと人権」分野に係る資料の収集・公開を行っています。

●●アジア・太平洋民商事比較法制研究
関西の学者、実務家を中心として研究会を構成いただき、
これまで以下について研究を実施いただいています。

１． アジア・太平洋諸国における倒産法制
２． アジア・太平洋諸国における企業倒産と担保法
３． アジア・太平洋諸国におけるADRの現状と展望
４． アジア諸国における知的財産権の行使（エンフォースメント）
５． アジア諸国における国際的M＆Aの展望
６． アジアにおける株主代表訴訟制度の実情と株主保護
７． 進展するアジアにおける監査制度の実情と課題
８． アジア地域における会社情報提供制度の実情と課題
９． 東南アジア4ヵ国のコーポレート・ガバナンス
10． 東南アジア4ヵ国のジョイント・ベンチャー法制と実務対応
11． 東南アジア4ヵ国の不動産法制と実務対応

2024年度からは、対象国をインドネシア、フィリピン、ベ
トナム、マレーシアとして「各国の労働法制と実務対応に関
する比較」をテーマとした研究を2ヵ年計画で実施していた
だいています。

●●日韓パートナーシップ共同研究
1999年から毎年、韓国の法院職員から選ばれた韓国側研
究員と日本の法務省･法務局及び裁判所の職員から選ばれた
日本側研究員が民事行政制度を中心に共同研究を行っていま
す。｢日本セッション｣と｢韓国セッション｣という２つのセッショ
ンを設け、両国の研究員が互いに相手国を訪問して、共同研
究を実施しています。

●●「ビジネスと人権」企画
国際連合人権委員会により承認された「ビジネスと人権に
関する指導原則」は、「ビジネスと人権」に関してすべての国
家及び企業に今日求められている世界的な実務慣行基準とし
て国際社会において浸透してきています。財団として、アジ
ア各国で事業展開している企業を含め、広い範囲に啓もう活
動を行う目的で、同指導原則における企業の責任に関する部
分について、国際連合人権高等弁務官事務所（OHCHR）が
作成した「解釈の手引き」を翻訳し、ホームページにて公開
するとともに、「人権尊重についての企業の責任・解釈の手引
き」を作成し、合わせ公開しています。
続いて、OHCHRから提供されている「人権の解説 2.0  
ビジネス向けガイドブック」を翻訳し、同ガイドブックの「活
用ガイド」も作成、ともにホームページにて公開しています。

●●法整備支援関連共同研究
　財団は、法整備支援に関連して、法務省がアジア各国を対象
として行っている共同研究 に協力しています。

当財団ホームページ（https://www.icclc.or.jp）にて、次の
情報を含め多くの情報を公開していますのでご覧ください。
・ 機関紙「ICCLC」のかたちで、理事会、評議会の内容、事
業計画・予算、事業報告、決算などの財団活動や財政状態

・ 「ICCLC　NEWS」として、ニューズレター的に、セミナー・
シンポジウム等成果物

・ 業務・財務等に関する資料
・ 財団役員寄稿記事等

ホームページURL  https://www.icclc.or.jp

■法人会員　年会費
1口20万円とし、1社1口以上のご協力をお願いしてい
ます。
入会についてのお問い合わせは、財団事務局にご連
絡下さい。
■公益財団法人
当財団は2013年3月18日に内閣総理大臣から公益財
団法人の認定を得て、同年4月1日公益財団法人への
移行登記を完了。

会員募集
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国際民商事法センター
〒107-0052
東京都港区赤坂1丁目3番5号赤坂アビタシオンビル
 TEL.03(3505)0525 FAX.03(3505)0833

東京メトロ銀座線・南北線〔溜池山王駅〕
出口　９番（溜池交差点）経由　徒歩３分
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設立趣意書
　近年アジア及びその周辺諸国では、NIES（注）、
ASEAN諸国を中心としてめざましい経済発展と国際化
の進展が見られるが、同地域内ではなお、冷戦構造の終
焉とともに、市場経済への移行と国際市場への参入をめ
ざして努力を続けている国がある。
　これら市場経済への移行過程にある国においては、経
済活動に必要な民事・商事関係法制の整備や、それを運
用するノウハウと人材の不足から、法制度が充分機能し
ていないところがあり、これらの国の国際経済活動を阻
害する原因の一つとなっている。このような状況のもと
で、現在これらの国は我が国政府を通じて、自国の法的
基盤整備のための支援・協力を求めてきている。
　今後、これらの国が国際的な経済交流に必要な民事・
商事に関する法制度をはじめとする法的基盤を整備し、
それが有効に機能することは、これらの国の繁栄に寄与
するばかりでなく、我が国にとってもきわめて有意義で
あると考えられる。
　また、経済発展と国際化を遂げつつあるNIES、
ASEAN諸国などとも、更に一層の経済交流を促進し共
に繁栄の道を歩むためには､それぞれの国の法制度とそ
の運用について相互の理解を深め、よりよい国際経済取
引の法的仕組みを探求していくことが望ましい。
　以上のような事情により、私どもは、我が国政府とも
緊密な連携を保ちながら、我が国が今日まで蓄積してき
た法制度とその運用のノウハウ・知識をこれらの国に伝
えることによって法的基盤の整備を支援するとともに、
各国関係者の交流を通じて、国際経済取引に係わる法制
度の共通の理解を深めることを目的として、ここに本財
団を設立する。
（注）Newly Industrialized Economiesの略。設立当時は韓国、台湾、

香港、シンガポールが対象。

●財団の沿革
1996年 3月28日 設立発起人会

4月16日 法務大臣による財団の設立許可
4月24日 財団設立登記申請
5月22日 第１回理事会及び設立記念式典開催

1998年 7月16日 法務大臣による特定公益増進法人の認定

2013年 3月18日 内閣総理大臣による公益財団法人の認定
4月 1日 公益財団法人への移行登記

理事長

大野　恒太郎
弁護士
元法務事務次官・検事総長

　令和6年3月、会長に就任しました。本財団は、
1996年の設立以来、法務省、JICA他関係機関と
密接な連繋のもとに、アジア諸国に対する法制度
の整備、紛争解決手段の確立、法曹人材の育成等の
支援事業に民間の立場から積極的に参加、協力を
続けてきています。支援対象国の経済発展、そして
法律・司法制度の整備の進展など、法整備支援の環
境は大きく変化してきており、同変化にも対応し
た協力・支援を行っていきます。関係者皆様の一層
のご理解、ご支援をお願い申し上げます。

　平成29年6月、理事長に就任しました。ますま
すグローバル化する世界の中で、人・モノ・情報の
交流は迅速・広範の度を加えています。その動き
は、計り知れない豊かさを生み出す一方、地域的貧
富の差の拡大、地球環境の悪化など負の側面も指
摘されます。アジア諸国が、お互いの利益になる均
衡ある発展を遂げるためには、共通の法原則・ルー
ルを確認しつつ、紛争を予防し解決する機能を充
実することが肝要です。本財団は、そのための基礎
的な条件としての情報の交換、法整備支援、人材の
育成訓練等に資する活動を目的としています。多
くの関係者皆様のご支援、ご協力をお願いいたし
ます。
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事 務 局 長　東　義之
事務局次長　三橋　誠
E-mail：icclc-sa@js5.so-net.ne.jp
Home Page：https://www.icclc.or.jp

（2025.10）
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